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研究成果の概要（和文）：北部ベトナム（紅河デルタ）は日本同様、NGOによるマイクロファイナンスを必要としない
密な村落組織と行政制度をもち、農村社会構造が規定的とする本研究仮説は支持されたが、戦前の紅河デルタは上部権
力（政府）との対峙の仕方で日本とは全く異なるという事実も判明した。ラオスの協同組合（村信用組合）はかなり成
功を収めたが、組合の上部組織の確立が今後の発展の鍵を握っていることが判明。マイクロファイナンス商業化の理論
的基礎を与えたRobinson(2001)「マイクロファイナンス革命」が範とするインドネシアでは、調査の結果、その後望ま
しくない方向へ発展したことが判明、新たな農村金融パラダイムが求められている。

研究成果の概要（英文）：North Vietnam (Red River Delta) does not need microfinance program by NGOs 
because of the tight structure of villages and local government, same as in Japan, which supports our 
research hypothesis. However, it is also found that the Red River Delta villages were quite different 
from the Japanese ones in how villages were functioned vis-a-vis the government, which implies the need 
for further reserach in future. The cooperatives (village-level savings groups) in Laos were largely 
successful but the key for further development is, as it was found, to establish federal cooperatives 
above villages. In Indonesia, the case of which M.S. Robinson's "Microfinance Revolution" (2001) 
appreciated, the results of our survey show that the microfinance developed thereafter toward an 
undesirable direction, suggesting the necessity of new paradigm (another revolution) for microfinance in 
Asia.

研究分野：アジア地域研究
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１．研究開始当初の背景 
アジア開発途上地域では、1980年代半ば以
降、いわゆるマイクロファイナンスによる貧
困削減政策が推進されている。歴史的にみる
ならば、20世紀初頭からの協同組合運動に淵
源があるが、当時、日本・朝鮮での成功以外、
大方、失敗に帰した。1960 年代半ば、「緑の
革命」普及時に再度、協同組合や政府系金融
機関による小農支援が金融面で実施された
が、あまり成功したとはいえない。そうした
失敗の経験に基づき、バングラデシュのグラ
ミン銀行などを嚆矢としてマイクロファイ
ナンスが導入されるに至り、一定の成功を収
めたが、その後 2000年代以降になると、「マ
イクロファイナンス商業化」が推進される中、
貧困削減政策から離れ、独自な展開を遂げる
機関が急成長してきている。 
 
２．研究の目的 
アジア主要地域の農業・農村金融のパフォ
ーマンスに関する比較地域分析を行う。日本
本土、沖縄、朝鮮、台湾等における歴史研究
と、中国、べトナム、ラオス、タイ、インド
ネシア、フィリピン、ミャンマー、バングラ
デシュ、インドを対象とした現状の調査研究
を同時に実施する。 
 主たる仮説は、協同組合金融の成否が、各
地域で長い歴史をかけて形成されてきた農
村社会の構造的特徴と密接な関連があった
とするもので、東アジアでは戦前期なぜ一定
の成功を収めたのか、成功の程度を域内の農
村社会構造の違いと関連させつつ分析する。
東南アジア・南アジアでは、協同組合金融や
「緑の革命」時の小農への政策融資の失敗の
歴史を踏まえて展開した 1980 年代以降の金
融自由化とマイクロファイナンス興隆の中
で、金利が月利 3～4％で高止まりしている現
状を詳細な実態調査を通じて分析・批判し、
高利貸金利よりは低いが、相当に高い金利の
現状を許容している欧米中心の農業・農村金
融研究パラダイムの転換を促す。 
 
３．研究の方法 
東アジア（後述の通りベトナム紅河デルタ
を含む）では、歴史資料の渉猟と専門家を招
へいしてのやや大規模な研究会の開催、東南
アジア・南アジアでは、各地域で、詳細で地
についた農村調査ならびに金融機関調査を
実施する。 
 
４．研究成果 
東アジアの協同組合金融と農村社会構造
の関連性に関する研究は、主として日本本土
の経験を比較軸として、植民地台湾での歴史
研究を推進し、また、東アジアに似たタイト
な農村社会組織の発達がみられたベトナム
紅河デルタについては、やや大規模な研究会
の組織化を通じて、仏領期さらにはそれ以前
の同地域の農村政治・社会・経済のあり方に
ついて、詳細な検討を加えた。 

 日本占領下の台湾の農業協同組合につい
ての研究はこれまでほとんどなく、基礎的な
史資料収集を行った上で、それに対する詳細
な分析を加えた（坂根嘉弘）。結論的には、
協同組合金融は比較的、成果をあげたが、私
的利殖追求に敏感な現地住民がなぜ協同組
合を一定程度成功させたかは、農村社会構造
の点から説明するのは困難とされた。 
 これにより、日本本土を比較軸としたこれ
までの坂根による植民地朝鮮、樺太、沖縄、
南洋群島の産業組合研究が、より厚みを増し、
体系化が進んだ。 
 ベトナム・紅河デルタは開発の歴史が非常
に古く、密な農村社会組織と行政制度の発達
を特徴としている。紅河デルタと日本本土の
農業・農村史専門家（宮沢千尋氏および大鎌
邦雄氏）を招へいして 2日間の研究会を開催
した。紙面の都合上その詳細は省略せざるを
得ないが、日本本土で発達した「自治村落」
と比較した場合、表面上はタイトな農村社会
組織の発達という点で共通するが、農村社会
の上位権力との対峙の仕方に大きな違いが
あり、その意味で、日本の「自治村落」とは
大きく異なっていることが判明した。 
 貯蓄動員と資金仲介による持続的金融の
確立の必要性、つまり「マイクロファイナン
ス革命」を提唱したM.S. Robinson（Robinson, 
M.S., The Microfinance Revolution: Sustainable 
Finance for the Poor, The World Bank, 2001等）
は、Bank Rakyat Indonesia (BRI) など、インド
ネシアのマイクロファイナンスを模範例と
して描いた。しかし、インドネシア東ジャワ
での現地調査（米倉等）を進めた結果、確か
に貯蓄動員では大きな成果をあげたが、貸付
は主に商人に限定され、農民や土地なしなど
の一般大衆を素通りしたこと、さらに多くの
貯蓄は都市部へ流れ、そこで運用されている
実態が明らかになり、インドネシアのマイク
ロファイナンスは、2000年代以降、Robinson
の主張通りには順調に発展しなかったこと
が判明した。 
 その含意はかなり重大である。マイクロフ
ァイナンスの商業化推進は、マイクロファイ
ナンス機関の一般銀行化を結果し、無担保で
農民、土地なしなど一般大衆に低金利で融資
を行い、もって貧困削減を推し進めるという
マイクロファイナンスのそもそもの出発点
をないがしろにするものともいえるからで
ある。 
 ラオスでは、村信用組合を主な研究対象と
し、活発な調査研究を行った結果、京都大学
東南アジア研究所が発行する権威ある英文
学術誌 Southeast Asian Studiesの特集号として
結実するなど、大きな成果をあげた（大野昭
彦、藤田幸一、三重野文晴）。1990 年代末頃
から組織化が進んだラオスの村信用組合に
ついては、詳細な農村家計レベルのデータを
収集し、またその分析を、日本、東北タイの
経験との比較の中で進めた。ラオス農村住民
の貯蓄・借入行動が、農村経済の特質との関



連で分析され、組合がコメの青田売りの消滅
など貧困削減に貢献したこと、手織物の地場
産業が興った村よりも稲作村の方が組合の
成長に適合的であること、北部焼畑地帯では
農村住民の貧困が組合の成長を阻む要因で
あることなどが明らかになった。さらには、
組合が順調に成長を遂げた地域では、貯蓄が
借入需要を上回る「余剰金」問題が発生し、
それに対する対応を誤ると深刻な組合財政
問題に発展することが危惧された。村レベル
の組合を上部で束ね、資金過不足を調整する
上部組織の構築の必要性が、日本の経験など
から指摘されたが、ラオスではこれまで上部
組織の構築に成功していない。 
 ベトナム紅河デルタでは、第 1に村の行政
制度や合作社を通じた農村金融研究を推進
した（藤田幸一、柳澤雅之、大野昭彦）。紅
河デルタでは NGO 等が緻密なケアをする形
のマイクロファイナンスは存在せず、ドナー
は融資のための資金を出すだけで、村レベル
に至る行政（共産党の大衆組織を含む）が融
資対象者を選定し、かつ返済を確保する役割
を担っていることが判明した。そしてそれを
可能にしているのは、歴史的にはぐくまれて
きたタイトな農村社会構造にあることが明
らかになった。他の重要な研究成果は、これ
までベトナムで農民の金融需要があまり多
くなかった原因の 1つが合作社による肥料の
前貸制度の存在にあったが、それが行政改革
の中で瓦解しつつあり、今後金融需要の増加
が見込まれること、そして、ベトナムでは、
合作社とは別に村信用基金が発達しており、
ラオスではみられなかった上部組織がすで
に設置され機能している点などである。  
ベトナム紅河デルタでは、第 2に、異なる
経済構造を有する3つの村を選んで、各村100
世帯を対象とする詳細な調査を実施した（柳
澤雅之、藤田幸一）が、データ整理に予想外
の時間がかかり、本格的な分析は今後に残さ
れた課題となった。 
 インドでは、カースト制度等で分断された
農村社会構造の特徴の中で、10～15人の女性
自助グループ（SHG）が最大のマイクロファ
イナンス組織となっている。インフォーマル
な相互金融組織であるが、一定期間、順調に
機能すれば、政府系金融機関（協同組合銀行
を含む）から月利約 1％の低利融資を受ける
ことができるメリットがある。問題は、自助
グループ活動が、比較的裕福な地域（州）で
盛んであり、かつその地域の中でも貧困層は
十分包摂されているとはいえないこと、また
自助グループの現制度では、それがより大き
な金融組織に成長したり、一般金融市場へ統
合されたりというような成長展望が見込め
ないことにある。 
 インドでの調査研究（藤田幸一）は、カー
スト制度などで分断された農村社会構造が、
いかにマイクロファイナンスを含む農村金
融制度の包摂的な（inclusive）発展の障害に
なるかを如実に物語るものといえよう。 

 ミャンマーでは、中央乾燥地 1ヵ村、エー
ヤワディ・デルタ 1 ヵ村、シャン州 2 ヵ村、
モン州（天然ゴム地域）2 ヵ村で調査研究を
実施した（藤田幸一）。それぞれに興味深い
結果が得られたが、紙面の都合上、詳細は省
略せざるを得ない。2010年民主化以降、ミャ
ンマー政府は、貧困削減を重点政策の 1つと
して掲げ、マイクロファイナンスを強く推進
しており、インフォーマル金利が低下傾向に
あることなど、一定の効果をあげているが、
商人や高利貸と農民、あるいは雇用主として
の農民と土地なし労働者などの間のインタ
ーリンケージ的信用関係は根強く残り、それ
が貧困削減の加速化を阻む重要な要因の 1つ
であることが判明した。問題の根は、貧困層
の間での緊急時の消費金融の必要性にあり、
バングラデシュのグラミン銀行型ではない、
貯蓄重視型のマイクロファイナンス振興の
必要性が明らかになった。 
 他方、近年、マイクロファイナンス機関と
いう名の下に、商業的な金融機関が、カンボ
ジア、ラオスの都市部などを中心に、急速に
成長している（三重野文晴）。これらは、無
担保グループ金融を特徴としてきた従来の
マイクロファイナンスとは全く別物で、月利
3～4％の融資を、担保をとって、主に貧困上
位層を中心に行うものである。これは、上記
Robinsonの「マイクロファイナンス革命」思
想の広がりの中で成長してきた経緯をもつ
が、これによって、マイクロファイナンスは
一体何をめざし政策的に推進するかという
点について、一気に混沌とした状況をつくり
出したといえよう。 
 今後のマイクロファイナンス研究は、こう
したマイクロファイナンス機関の多様化に
対応して、全く異なる金融機関群を同じマイ
クロファイナンスという用語を使って研究
するデメリットをよく認識する必要がある
であろう。 
 本研究の最大の成果の 1つは、BRIなど、
インドネシアでの「成功」模範例に基づいて
盛んに宣伝された「マイクロファイナンス革
命」の正当性に疑問符を突き付け、したがっ
てまた、近年の成長著しいカンボジア、ラオ
スなどでの商業的なマイクロファイナンス
機関の勃興に対する研究の深化の必要性を
明らかにし、その上で、農村金融研究と金融
政策のパラダイム転換の必要性を提示した
点である。 
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国内外の別：  
 
〔その他〕 
ホームページ等 
 
６．研究組織 
 (1)研究代表者 
藤田 幸一（FUJITA, Koichi） 
京都大学・東南アジア研究所・教授 
研究者番号：８０２７２４４１ 

 
(2)研究分担者 
大野 昭彦（OHNO, Akihiko） 
青山学院大学・国際政治経済学部・教授 
研究者番号：２０１７６９６０ 

 
加治佐 敬（KAJISA, Kei） 
青山学院大学・国際政治経済学部・教授 



研究者番号：５０３７７１３１ 
 
坂根 嘉弘（SAKANE, Yoshihiro）  
広島修道大学・商学部・教授 
研究者番号：００１８３０４６ 

 
坂下 明彦（SAKASHITA, Akihiko） 
北海道大学・北方生物圏フィールド科学セ
ンター・教授 
研究者番号：７０１７０５９５ 

 
米倉 等（YONEKURA, Hitoshi）  
東北大学・大学院農学研究科・教授 
 研究者番号：４０３１２６２３ 
 
柳澤 雅之（YANAGISAWA, Masayuki） 
京都大学・地域統合情報センター・准教授 
 研究者番号：８０３１４２６９ 
 
三重野 文晴（MIENO, Fumiharu） 
京都大学・東南アジア研究所・教授 
 研究者番号：４０２７２７８６ 


